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【要旨】
　経営理念は、経営戦略や経営計画、経営目標に
比べて、象徴的な飾り物として扱われている場合
が多く（槇谷, 2008, １頁）、経営不振状態の中小
企業の多くには、明確な経営理念が存在しない。
したがって、当該企業の再生に求められる経営者
のリーダーシップが十分に発揮されているとはい
い難く、たとえ優れた戦略や再生計画があって
も、その実現性は乏しい。さらに、経営者の言行
や利益計画と整合性のある本物の経営理念を形成
し、業績が向上するには、多くの時間を要するな
どの問題がある。
　そこで、本研究では、中小企業再生に求められ
る経営者のリーダーシップ養成法について、ヤマ
グチ社の経営理念形成法に着眼した佐竹（2016）
による研究の精緻化を図る目的で、さらなる検討
を加えた。具体的には、佐竹（2016）の提示した
「利益計画策定後の経営理念形成によって、再
生に求められる経営者のリーダーシップが養成さ
れる」とする既存研究とは異なる方法について、
WOWOW社の事例分析を基にその検証を行った。
　その結果、本研究においても、既存研究とは異
なり、問題解決のための利益計画を策定し、そこ
から経営理念を明確にしていこうとする取り組み
は、経営者のホンネが経営理念に反映されやす
く、利益と直結する、すなわち借り物ではない本
物の経営理念が早期に導かれ、経営理念の無い中
小企業再生に求められる経営者のリーダーシップ
が養成されることが確認された。
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１．はじめに（目的・方法）

　経営者のリーダーシップを支える経営理念を、
利益計画に落とし込む方法が多くの論者によって
提唱されている。しかし、佐竹（2016）による研
究で取り上げたヤマグチ社においては、従来の研
究とは異なり、「利益計画などの財務的な数値目
標設定後に経営理念を明文化する」という逆プロ
セスによる取り組みがなされ、危機的状況から再
生を果たしていることが明らかとなった。
　そこで、本研究においては、この佐竹（2016）
による研究の精緻化を図るために、経営理念の無
い１（あるいは不明確な）経営不振に陥っている
中小企業２の再生３に求められる経営者のリーダ
ーシップ養成法について、WOWOW社における
経営理念形成法に着眼した事例分析を加えた検討
を行う。
　具体的には、佐竹（2016）が考察した課題
を整理するとともに、コステンバームの「The 
Leadership Diamond Model」、福本の「リーダー
シップ&『戦略・ファイナンス・組織』の融合」、
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佐竹の「経営理念明文化・計画策定プロセス」に
太田の「再生プロセス」を融合させたフレームワ
ークや理論に依拠する方法でWOWOW社の事例
分析を行う。
　さらに、原科・原沢の「計画策定・実行サイク
ル」、ミンツバーグの「意思決定プロセス」、マズ
ローの「欲求５段階説」、エイコフとエメリーの「理
想追求システム」、太田の「倒産・再生のERM」
などの理論に加え、遠藤の「企業活動における問
題の種類と解決プロセス」および「逆ピラミッド
発想法」などのフレームワークにより検証する。

２．先行研究のレビュー
　ここでは、佐竹（2016）４が取り上げた「企業再
生」、「リーダーシップ」、「経営理念」、「利益計画」
の先行研究を整理するとともに、佐竹（2016）が、
取り上げなかった当該領域における先行研究につ
いても補完的にレビューする。
　そして、経営理念の無い（あるいは不明確な）
危機的状況にある経営不振中小企業における経営
理念形成法の観点から、中小企業再生に求められ
る経営者のリーダーシップ養成法に関する当該領
域における先行研究の課題を確認する。

2.1.　企業再生研究の課題
　太田（2009a）は、倒産状態５の企業が再生を果

たすためには、まず倒産リスクに直面していると
いう「①危機意識を強く認識すること」、さらに
危機意識を認識するだけに留めることなく、「②
再生計画を立て」、その計画を「③応急再生、本
格再生、持続型再生（安定再生）」６という各段階
で確実に実行することによって、「④財務の健全
性を高め」、「⑤企業価値の維持、向上を図る」と
いう経営行動プロセスの重要性について指摘した
（太田, 2009a, 66頁）。
　さらに、図表１の「ERM理論（概念図）」に示
すとおり、統合的リスクマネジメント（ERM）７

による「企業価値の維持」、「企業価値の向上」は、
「経営者たる人」のリスク対応が先にあって、す
べてが成り立ち、「持続型再生の基本条件」は「経
営者の革新意欲とリーダーシップ」であるとして
いる（太田, 2009b, ３頁）。
　これらの太田による指摘は、中小企業再生の研
究領域においても非常に示唆に富む。しかしなが
ら、経営者のリーダーシップが著しく欠如してい
ると推察される経営理念の無い（あるいは不明確
な）危機的状況にある経営不振中小企業において
は、再生に有効かつ有用な具体的な経営者のリー
ダーシップを養成する方法に関する研究の蓄積が
きわめて少なく、さらに踏み込んだ議論が必要と
されている。
　また、福本（2005）は、経営危機を迎え、再生

図表１　ERM理論（概念図）

出所：太田（2009a）４頁を基に筆者作成
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を必要としている企業は、「戦略・ファイナンス・
組織」に不整合が生じており、経営陣のリーダー
シップや意思決定の仕方に問題があると指摘する

（福本, 2005, 137頁）。そして、「理念」や「ビジョン」
を全社員が共有することは企業経営において重要
な要素であるが、これは、ターンアラウンド・マ
ネージャーがリーダーシップを発揮する中で当然
行われるものであるとして、リーダーシップを中
核とし、「戦略・ファイナンス・組織」がしっか
りと融合される必要性と、企業再生をリードする
ターンアラウンド・マネージャーのリーダーシッ
プが最も重要であるとし（福本, 2005, 138頁）、中
小企業再生の研究領域においても示唆に富む指摘
がなされている。
　しかし、この研究は、大企業におけるターンア
ラウンド・マネージャーのリーダーシップの執り
方に主眼が置かれている。また、リーダーシップ
が最も重要と指摘しながらも、その養成法やリー
ダーシップを支える理念の形成法に関する議論が
なされていない。
　次に、佐竹（2016）では取り上げられていない
が、宇佐美（2005）による指摘についてレビュー
しておきたい。宇佐美（2005）は、企業再生をリ
ードしていくべき立場にある者、すなわち経営者
などは、一連の再生活動の骨子や大きな青写真を
最初の段階で描く「企業再生のアウトライン」（図
表２）による方法を示した。そして、このアウト

ラインを構成する４要素の１つである「Status（現
状認識）」から導かれる「Stage（再生したと考え
る目標段階）」において設定される目標は、企業
理念に基づくべきであると主張している（2005, 
宇佐美, 13-16頁）。
　この「企業再生のアウトライン」は企業再生の
開始段階において非常に参考になるフレームワー
クである。しかし、企業理念が曖昧な中小企業再
生に関する議論はなされておらず、さらなる検討
の余地がある。

2.2.　リーダーシップ研究の課題
　企業変革におけるリーダーシップ８の重要性
（たとえば、Burns, 1978; Bass, et. al., 1985・1996
ら）や中小企業経営者のリーダーシップの重要性
（例えば、Lubatkin, Smsek, Ling & Veiga, 2006; 高
石, 2012; 佐藤, 2014ら）については、多くの議論
がなされている。そして、企業再生における経営
者のリーダーシップの重要性は、企業再生研究の
レビューにおいて述べたとおりである。ここで
は、リーダーシップにおける経営理念の重要性に
ついて、リーダーシップ研究のレビューを基に確
認するとともに、中小企業再生におけるリーダー
シップ研究の課題について整理する。
　リーダーシップにおける経営理念の重要性
に関する研究の蓄積も進んでいる（たとえば、
Greenleaf, 1977; Bennis & Nanus, 1985; 金井, 1986; 

図表２　企業再生のアウトライン

出所：宇佐美（2005）14頁を基に筆者作成
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Kotter, 1996; Koestemburm, 2002; 伊丹・加護野, 
2003; 佐竹, 2009ら）。
　伊丹・加護野（2003）は、図表３で示すように、
リーダーシップのジレンマを解消するために必要
となってくるのが、哲学や経営理念であると指摘
する（伊丹・加護野, 2003, 388頁）。つまり、経営
者などのリーダーは状況に応じて適切な行動をと
る必要はあるが、関係者に計算づくや日和見的で
あるという印象を与え、判断への信頼感というリ
ーダーシップの源泉にマイナスの効果を与えてし
まうというのである。そして、状況に応じて適切
な行動をとるには、大変な計算の努力が必要で、
リーダーを疲弊させてしまうという（伊丹・加護
野, 2003, 387-388頁）。
　そこで、これらの問題を解消するためにも、哲
学や経営理念、思想、原理原則が必要になってく
るのである。優れた経営者は、状況に応じた臨機
応変な対応力と確固とした基盤、信念を与える原
理原則や経営理念があるとし、原理原則と現実の
矛盾を創造的に解消するような考え方を生み出し
ている（伊丹・加護野, 2003, 388-389頁）。
　金井（1986）は、リーダーシップが意味のある
影響力であるためには、経営理念を単なるタテマ
エの価値観や原則にとどめることなく、それを行
動の基本的仮定として浸透させることが要請さ
れ、経営理念は、組織文化の形成・維持や変革に
携わる経営トップのリーダーシップに不可欠の要
素となるとしている（金井, 1986, 172頁）。
　このことからも、経営者がリーダーシップを存
分に発揮するためには、経営理念が必要であるこ
とがわかる。しかし、業績の低迷から経営不振に
陥っている中小企業の多くには、明確な経営理念
は見当たらない（佐竹, 2015, 32頁）。したがって、
再生を果たすために発揮される経営者のリーダー

シップは十分とはいい難く、たとえ優れた戦略や
再生計画があっても、その実現性は乏しい。また、
リーダーシップを支える経営理念を形成する方法
に関する根本的な観点からの研究の蓄積がきわめ
て少なく、さらなる検討が必要といえる。

2.3.　経営理念研究の課題
　前述したとおり、経営者がリーダーシップを存
分に発揮するためには、それを支える経営理念が
必要である。そこで、ここでは、リーダーシップ
を支える経営理念の先行研究を概観し、中小企業
再生における経営理念研究の課題について述べる。
　佐竹（2016）が指摘するように、経営理念の定
義・表現内容・構造についての研究は多い（た
とえば、Sutton, 1956; Ackoff & Emery, 1971; 中川, 
1972; Simon, 1976; 高田, 1978; 森本, 1982; 鳥羽・浅
野, 1984; 浅野, 1991; 奥村, 1994; 清水, 1996; 伊丹・
加護野, 2003; 関東経済産業局, 2010; 横川, 2010a・
2010bら）。
　伊丹・加護野（2003）は、「組織の理念的目的（こ
の企業は何のために存在するか）と経営のやり方
と人々の行動についての基本的考え方」として
経営理念を定義しているが（伊丹・加護野, 2003, 
347頁）、経営理念については学術的に一貫した定
義づけが明解にされておらず、さらなる議論の余
地がある（瀬戸, 2012, 27頁）。それは経営理念と
いう用語が、さまざまな用語９と同義で使用され
ていると考えられるからである（柴田, 2013, 27頁）。
　横川（2010a）は、経営理念の表現内容の特徴
を類型化して論じており、1960年代以前の経営理
念は「自戒型」が多く、1960年代から1980年代に
かけては、「和」や「誠実」といった行動規範的
な要素が盛り込まれ、「自戒型」から「規範型」
へと移行したとしている。1990年代以降2000年代

図表３　リーダーのジレンマと哲学

出所：伊丹・加護野（2003）388頁を基に筆者作成
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においては、「顧客満足の向上」や「社会との共生」
といった対外的内容を持つ「方針型」が強まった
と指摘した（横川, 2010a, 127-128頁）。
　また、横川（2010b）は、未上場企業を対象に
した調査結果から、中小企業は「顧客満足の向上」
といった「経済的利益」などの経営理念の内容を
重視しているとし、一方で、大企業においては、「社
会との共生」や「地域社会への貢献」などの内容
を重視しているとしている（横川, 2010b, 22・24頁）。
　さらに、経営理念の必要性・機能・浸透方法に
関する研究の蓄積も進んでいる（たとえば、松
岡, 2000; 伊丹・加護野, 2003; 久保・広田・宮島
, 2005; 佐久間, 2005; 坂本, 2008; 瀬戸, 2012; 粟野, 
2015ら）。松岡（2000）は、経営理念の「逆機能」
として、「誤った経営理念の浸透」を生じさせる
恐れがあると指摘し、経営理念による弊害を示唆
した。「誤った経営理念の浸透」による弊害とし
て、不適切な内容が浸透してしまった場合には、
人々を誤った方向に導いてしまう恐れがあるとし
ている（松岡, 2000, 12-17頁）。
　経営理念は、様々な機能を提供し、企業経営に
とってきわめて重要な存在であるといえる。しか
し、松岡（2000）が指摘したように、経営理念の
逆機能性、すなわち経営理念の弊害（たとえば、
例えば、金井が指摘するように、経営理念を単な
るタテマエの価値観や原則にとどめ、経営者の言

動や計画がそれと一致しない場合は、中小企業再
生のための真のリーダーシップが発揮させること
が困難となる）をも十分に考慮し、経営理念を形
成していく取り組みが求められるといえよう。
　経営理念の企業業績における有効性に関する研
究も、図表４のとおり蓄積されている（たとえば、
Ouchi, 1981; Peters & Waterman, 1982; Collins & 
Porras, 1994; 宮田, 2004; 久保・広田・宮島, 2005; 
佐竹, 2009; 楢崎, 2011; 澤邊・飛田, 2008; 高巌, 
2010; 飛田, 2010ら）。
　飛田（2010）は、日本企業がどのような経営理
念を持ち合わせ、その経営理念が企業の財務業績
にどのような影響を与えているのかを明らかにす
るために、「従業員重視」または「株主重視」と
いう経営理念の内容の違いによる企業業績の差の
比較検証を行った。その結果、株主のみに言及さ
れている企業群がその他の企業群と比べて、1.3
％から1.6％程度業績が低いことが明らかとなっ
たとしている。
　したがって、株主のみではなく、従業員を含む
多様なステークホルダーを重視することが良好な
企業業績をもたらす可能性があると分析しており
（飛田, 2010, 73-76頁）、中小企業の経営理念形成
においても有望な示唆といえる。
　また、経営理念の作成方法に関する議論も深ま
りつつある（たとえば、Collins & Porras, 1994; 宮

出所：筆者作成

図表４　経営理念の企業業績における有効性に関する主な研究
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田, 2004; 三井, 2010; 加藤, 2010・2011a・2011b・
2015; 佐藤, 2011・2014）。しかし、これらの研究
による示唆は、あくまでも経営理念の作成と浸透
においては一定の有効性は認められるものの、業
績との関係性は示されていない。加えて、経営不
振の欠乏状態にある中小企業において、どれだけ
有効な方法なのかについても明らかにされていない。
　したがって、短期的に利益を必要としている経
営不振の中小企業再生に求められる経営者のリー
ダーシップを支える経営理念の形成方法に関して
は、さらに踏み込んだ検討が必要である（佐竹, 
2015, 45頁）。

2.4.　利益計画研究の課題
　飛田（2014）は、日本における中小企業の管理
会計を対象とした研究はあまり行われてこなかっ
たと指摘しているが（飛田, 2014, ２頁）、ここでは、
佐竹（2015）でも取り上げた、経営不振の中小企
業経営者の関心度の高い利益計画に関する先行研
究の課題について概観し、整理することとする。
　企業経営における利益計画の策定・運用方法
に関する研究の蓄積は多く（たとえば、NAA 
, 1964; Anthony, 1965; 高 宮, 1972; 上 総, 1993; 
Mintzberg, 1987・1994・2009; Simons, 1995・2000; 
Kaplan & Norton, 1996; 佐 藤, 2000・2007; 吉 田, 
2003; 堀井, 2003; 福嶋・米満・新井・梶原, 2013ら）、
最近では、中小企業における利益計画の重要性
や策定方法に関する議論も進んでいる（たとえ
ば、小田, 2002; 朝原, 2010; 稲垣, 2010; 澤邉・飛田, 
2010; 飛田, 2011・2014; 吉川, 2012・2013・2014; 澤
邉, 2013; 小椋, 2014; 加藤, 2015ら）。
　吉田（2003）は、会計は、膨大な取引を意味あ
る形に表彰する簿記の機能を利用して何を表章す
べきかを明らかにするとし、財務諸表利用者の
関心の対象を明らかにするとともに、意思決定
に重要な情報を提供するとしている（吉田, 2003, 
11-12頁）。
　また、企業会計は、財務会計と管理会計に分類
される。佐藤（2007）によれば、財務会計は、過
去計算および現在計算を取り扱い、企業の経営成
績および財政状態を財務諸表によって報告するこ
とを主眼とし、管理会計は、未来計算を取扱い、
企業内部の経営管理者が計画をたて、実績を達成

目標に向けて統制あるいは業績評価するのに役
立つ会計情報を報告することを主眼としており、
測定単位は、貨幣や個数・重量・時間数などの
物量単位を使用することが多く（佐藤正雄, 2007, 
11-14頁）、経営不振の中小企業にとっても重要な
経営管理技法といえる。
　しかし、経営不振の多くの中小企業では、管理
会計の導入が進んでおらず、利益計画が曖昧、あ
るいは存在しない傾向が見受けられる。また、経
営者の倒産リスクに対する危機意識も弱く、倒産
リスクなどの問題点があることを意識しても、そ
の問題点を先送りし、再建に対する経営行動が希
薄で、手遅れになる企業が多い（太田, 2009, 65頁）。
したがって、このような企業においては、財務の
健全性が高まらず、企業価値の維持、向上、すな
わち債務超過を解消して再生を図ることが困難な
状況にある。
　それでは、なぜ、経営不振に陥っているにもか
かわらず、当該企業における経営者の危機意識は
弱く、利益計画が曖昧な状況が目立つのであろう
か。それは、たとえ債務超過であっても「雨の日
に傘を貸す」リレーションシップバンキングを目
指している金融機関（吉川, 2012, 85頁）が多く存
在することが要因の一つとして考えられる。金融
庁（2014）は、中小・零細企業の経営・財務面の
特性や中小・零細企業に特有の融資形態を踏ま
え、赤字や債務超過が生じていることや、貸出条
件の変更が行われているといった表面的な現象の
みをもって、債務者区分を判断することは適当で
はないとして、金融機関の検査における検証ポ
イントを示している（金融庁, 2014, ３頁）。つま
り、当該金融機関は、この金融庁の金融検査マニ
ュアル10に沿った条件によって貸し出しを行って
おり、経営状況が悪化した中小企業の資金源とし
ての役割を担っている。たとえ債務超過に陥って
も、いわゆる「困ったら何とかしてくれる」金融
機関からの資金調達が可能なことが、経営者の現
状認識に対する甘さや問題を先送りにさせる要因
となって、倒産リスクに対する経営者の危機意識
が強まらない状況にあることが推察される。
　さらに、このような経営不振状態にある経営理
念の無い中小企業は、経営者の信念や将来展望、
ビジョン、戦略、管理会計における利益計画が曖
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昧である。また、実行意欲も弱い傾向にあり、再
生に有効な経営者のリーダーシップが十分に発揮
されていなことが推察される。金融庁（2014）は、
中小・零細企業等の場合、企業の規模、人員等を
勘案すると、大企業の場合と同様な大部で精緻な
経営改善計画等を策定できない場合があり（金融
庁, 2014, ７頁）、経営改善計画等が策定されてい
ない債務者を直ちに破綻懸念先と判断してはなら
ないとしており（金融庁, 2014, ５頁）、債務超過
状態の中小企業において経営（再生・改善）計画
の策定が必ずしも強く求められていない。
　吉川（2014）は、十分な実行意欲を有しない経
営者に対して、再生計画の策定プロセスを通じて
いかに意識改革が行われるかを検討した。この研
究は、倒産の危機に直面している中小企業が再生
を図るための管理会計（計画策定）や地域金融機
関による支援の有効性が示されており、非常に示
唆に富む。しかし、経営理念の形成方法や危機意
識と経営理念、将来願望（ビジョン）をどのよう
に誘導し、経営者のリーダーシップがいかに発揮
され、債務超過を解消して再建を果たしてゆけば
良いのか、すなわち業績との関連性については議
論されておらず、さらなる検討が必要である。
　また、Simons（2000）は、戦略の策定と実行の
第一歩はミッション（mission）であると指摘し
ている。つまり、ほとんどの経営者はこれとは別
にミッションを作成するとしながらも、「ミッシ
ョン→実行すべき戦略→目標と計画→業績評価→
行動」という流れによって展開されるとしている
（Simons, 2000, pp. 28-33）。
　このように、Simonsらの多くの論者が指摘す

るように、既存研究では、計画策定の多くは経営
理念（mission）ありきであり、経営理念から利
益計画が策定されていることがわかる。しかし、
経営理念が存在しない経営不振の中小企業に有効
かつ有用な方法に関する研究の蓄積は少なく、経
営理念が明確になっていない場合の議論が必要と
されている。そこで、次章では、中小企業ではな
いが、倒産の危機に直面し、利益計画設定後に経
営理念を明文化することによって、再生に求めら
れる経営者のリーダーシップを発揮したと思われ
る株式会社WOWOWの事例から探ることとする。

３．株式会社WOWOWの事例

　株式会社WOWOWは中小企業ではない。しか
し、中小企業再生に求められる経営者のリーダー
シップの養成方法を検討するうえで、きわめて示
唆に富む再生事例であり、本稿の事例研究の対象
企業として取り上げる。

3.1.　企業概要と経営危機を乗り越えた経緯
　株式会社WOWOWは、1984年に初の民間衛星
放送会社（設立当時の社名は「日本衛星放送株式
会社」）として設立された11。そして、現在の会
社概要は図表５のとおりである。
　同社の主な事業は、「放送法に基づく基幹放送
事業および一般放送事業」で、放送番組を調達・
編成し、放送衛星（BS）12により有料でテレビ放
送を行うことを軸に、ケーブルテレビやCS（通
信衛星）放送（スカパー！）、IPTV13（ひかり
TV）におけるサービスを提供している。その他

図表５　WOWOW社の企業概要
会社名 株式会社WOWOW（英文名：WOWOW INC．）
主な事業 放送法に基づく基幹放送事業および一般放送事業
設　立 1984年12月25日

営業放送開始 アナログ放送　1991年４月１日（2011年７月24日に終了）
デジタル放送　2000年12月１日

資本金 50億円
代表者 代表取締役社長　田中 晃（代表取締役会長　和崎　信哉）
従業員 278名（2015年３月31日現在）
本社所在地 東京都港区赤坂5-2-20　赤坂パークビル21F
出所：「WOWOW会社概要」<http://www.wowow.co.jp/co_info/corporate/

profile/index.html>2015年12月７日を基に筆者作成
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には、自社制作コンテンツのパッケージ化や映画
製作などの付帯事業にも取り組んでいる。
　そして、同社の2011年３月期から2015年３月期
にかけての売上高と営業利益は、図表６に示す
とおりであり、2014年３月期の売上高が若干減少
したものの、2015年には増収となり、概ね堅調に
推移しているといえる。また、直近期である2015
年３月期の売上高（連結）は72,631百万円で（単
体は66,930百万円）、同時期における営業利益は
9,758百万円であった（単体は9,496百万円）。
　さらに、同社の2011年３月期から2015年３月期
にかけての当期純利益と純資産額の推移は、図表
７に示すとおりであり、前述した2014年３月期の
売上高が減少したにもかかわらず、当期純利益と
純資産額は堅調に推移している。直近期である
2015年３月期の当期純利益（連結）は6,619百万円
で（単体は6,261百万円）、同時期における純資産
額は40,430百万円となっている（単体は35,220百万
円）。その結果、連結の自己資本利益率（ROE）14

は17.7%（単体では19.4%）となっており、通信業

界において、きわめて高い水準にあるといえよう15。
　次に、2011年３月期から2015年３月期（2010年
度～2014年度）における同社の加入件数の推移を
確認する（図表８）。2011年３月期（2010年度）
は2,512千件であったが、2015年３月期（2014年度）
では2,756千件となっている16。
　このように、2011年３月期から直近期の2015年
３月期（2010年度～2014年度）にかけての同社の
業績は堅調に推移しているが、1984年の設立か
ら10年間以上に渡って赤字続きであった（佐竹, 
2007, 69頁）。みずほ銀行産業調査部（2005）によ
れば、「1991年のサービス開始当初から大きな期
待が集まったものの、現実の加入獲得は思ったよ
うに進まず、直ぐに巨額な赤字に陥った」という17。
さらに、1993年３月期においては、約200億円の
経常損失と約776億円の実質累積損失を計上する
とともに、約385億円もの債務超過（資本金は415
億６千万円）にまで陥り、倒産の危機に直面して
いた（佐久間, 2005, 23頁）。
　こういった危機的状況にあった1993年６月２

図表６　売上高と営業利益の推移（2011年３月期～2015年３月期）

出所：「WOWOW業績ハイライト グラフ」<http://www.wowow.co.jp/co_info/ir/financial/
graph.html#pg001>2015年12月７日を基に筆者作成
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日に、松下電器産業株式会社（現パナソニック
株式会社）の元副社長である佐久間昇二氏18が、
WOWOW社（当時の社名は日本衛星放送株式会

社）の代表取締役社長に就任する。
　佐久間氏は、当時のことを以下のとおり振り返る。

図表７　当期純利益と純資産額の推移（2011年３月期～2015年３月期）

図表８　累計正味加入件数の推移（2011年３月期～2015年３月期）

出所：「WOWOW2014年度決算及び2015年度事業計画の概要」<http://www.
wowow.co.jp/co_info/ir/pdf/1914.pdf>2015年12月７日を基に筆者作成

出所：「WOWOW業績ハイライト グラフ」<http://www.wowow.co.jp/co_info/ir/financial/
graph.html#pg001>2015年12月７日を基に筆者作成
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　みんな映画、音楽、スポーツといった、自分
の担当する分野の仕事は好きだったんです。た
だ、放送は24時間365日続いていますし、加入
者も少しずつ増えていたので、会社が危機的状
況であることを説明してもピンとこないんで
す。92年は売り上げが346億円でしたが、経費
は546億円使って200億円の赤字、しかも累積損
失は770億円もある。そういう話をしても、自
分たちは首を斬られるわけでも給料が減るわけ
でもないから、どこかよそ事のようでした。ど
うやって危機意識を持たせるかが、一番大きな
問題でした。
　３年後の売り上げ目標を決める時、あまり大
きなことを言わずに、僕が責任もって達成でき
る数字を伝えました。当時120万人だった加入
者数を３年間で170万人にすることはできます
と。それで収支トントンにするには、損益分岐
点を286万人から４割落とさなければいけない。
ただし、僕はソフトビジネスは人が財産と思っ
ていたから、従業員は減らさないし、給与も下
げるつもりはありませんでした。その代わり、
番組費を４割カット、宣伝費は５割カット、販
促費は３割カットするけど、宣伝が減ったと思
わせたり、顧客満足度を落としたりするなと言
いました。金がないから元気と知恵と汗を出
せと。結果として、加入者が３年後に203万人
になり、損益分岐点も146万人まで落ちたので、
３年目で64億円の利益が出せました19。

　このように、WOWOW社は、危機的な経営状
態から、当時の社長に就任した佐久間氏の強力な
リーダーシップの下、徹底したコスト削減や営業
の活性化、経営理念の明文化、９割の減資策を断
行するなどして、企業組織を変革し、３年間で黒
字化と応急再生を果たした。そして、その後も企
業成長力を高め、2001年４月には東京証券取引所
マザーズ市場に株式上場を果たし、本格再生と安
定再生がなされていったのである20。

3.2.　経営理念の形成
　「私たちは衛星放送を通じ　人々の幸福と豊
かな文化の創造に貢献します」というWOWOW
社の経営理念、すなわち「企業理念」と「行動指

針」21が、開局５周年の1996年４月１日に発表され
た（佐久間, 2005, 17-18頁）。そして、佐久間氏は、
経営不振の同社を再建するために社長として就任
した時、松下電器産業株式会社（現パナソニック
株式会社）の創業者である松下幸之助氏の教えで
役立ったこととして、経営理念について以下のと
おり述べている。

　印象に残っているのが経営理念の話です。欧
州時代、13人の駐在員の前で幸之助さんが言っ
たのは「今ウチは商品的には負けているけど、
日本に帰って３年間で良い商品を作るから、そ
の間に強い販売網を作っといてよ」ということ
でした。…（中略）…「売れるものがないのに
どうやって販売網を作るんですか」と森常務が
尋ねると、「松下の経営理念を売ってくれ」と
仰ったんです。形や値段があるものではなく、
こういうところに経営理念を持ってくるのが、
あの人のすごいところです。理念で結ばれて初
めて、お得意さまとの関係が作れるんだという
ことをそこで学びました。「お客さま第一」と「取
引先との共存共栄」という経営理念を、いかに
一つひとつの制度に落とし込むか。僕にとって
は、一番大切な言葉になりましたね22。

　このように、松下幸之助氏の「最後の弟子」と
称されている佐久間氏は、松下電器産業での勤務
経験を通じて経営理念の大切さを学んでいる。そ
して、佐久間（2005）は、経営理念がないという
ことは企業にとって致命的欠陥になるとしている
（佐久間、2005, 17頁）。また、危機的な経営状況
に陥っているWOWOW社を真に再生させるため
には、経営理念がきわめて重要であるとして、同
社における経営理念の必要性を次のように指摘し
ている。

　企業は人の集団です。この人の集団をいかに
動かすか。経営とは、そのことに尽きると思い
ます。どんなに優れたマネジメント手法を導入
しようとしても、そこで働く人が受け付けなけ
れば宝の持ち腐れであり、逆に、経営トップの
意思が末端にまで行き渡り、企業が一丸となっ
てやっていれば、その力は二倍にも三倍にもなる。
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　しかし、その「人を動かす」というのが難し
いのです。上司がいくら「ああしろ」「こうし
ろ」と指示したところで、部下がおざなりに事
を済ませてしまえば、意味がありません。部下
が本気になって事に取り組むようにならなけれ
ば、人を動かしたことにはなりません。「人を
動かす」ということは、「人の心を動かす」と
いうことです。
　「人を動かす」ことには「内」と「外」があ
ります。「内」はいわば社員を動かすことです。
「外」はお得意さまやお客様を動かすことです。
この「外の人を動かす」ことが難しいわけです。
「外の人」を動かすには、「外の人の心」を動
かさなければなりません。そのためには、まず
商品を売ったり、取引を行う前に、私たちの「商
売の考え方」をわかってもらわなければなりま
せん。こちらの考え方が間違っていたら、もち
ろん受け入れてもらえないでしょう。私たちが
商売としてやろうとしていることの「考え方」
をまず理解していただく。その「考え方」に私
たちの実際の行動が整合している。それでもっ
て、私たちは初めてお得意様やお客さまから信
用していただけるわけです。その「考え」の大
本となるのが経営理念です（佐久間、2005, 15頁）。

　つまり、ここからは、加藤（2015）が、中小企
業の経営計画は、作成されたものの実行に移され
ないままに終わるケースが多いと指摘するように
（加藤, 2015, 91頁）、例え優れた戦略や計画があ
っても、明確な経営理念が存在しなければ、再生
に求められる経営者のリーダーシップは十分とは
いい難く、計画や戦略の実現性は乏しいといえ
る。
　しかしながら、佐久間氏は、経営理念を形成す
るには、社員との信頼関係が必要であるとし、次
のように指摘する。

　WOWOWに来て驚いたことに、この会社に
は経営理念がありませんでした。松下電器で長
く仕事をしてきた私には、経営理念がない会社
など信じられません。これでは、何のためにこ
の会社はあるのか、何を目指して経営をしてい
けばいいのか、わかりません。「外」の人たち

に我々の商売に対する考え方を説明することも
できません。
　私はすぐにでも経営理念を作りたかったので
すが、時期を待ちました。就任早々の社内の雰
囲気は「なんや関西の電機屋のオヤジがやって
きて、なんぼのもんや」というようなものでし
た。私自身がまず信頼されなければ、いくら経
営理念を提唱してみたところで、実のある内容
にはならないからです。私が「経営理念を作ろ
う」と提唱したのは、社長就任から二年がたっ
てからでした（佐久間, 2005, 15-16頁）。

　ここで注目すべきなのは、経営理念を必要とし
ながらも、敢えて、その作成を２年間先送りにし
た点である。佐久間氏は社長に就任したばかりで
あり、言行一致、すなわち真の確固たる借り物で
はない本物の経営理念を明確に表明することがで
きない状況にあったと推察できる。つまり、ここ
からは、社員や関係者との信頼関係が確立されて
いない状況においては、経営理念は機能化され
ず、効力を発揮しないと考えることができるので
ある。
　また、佐久間氏は、当時を次のように振り返っ
ている。

　当時の状況では、経営理念をすぐに作り出せ
る雰囲気ではありませんでした。そこではまず、
現場を徹底的に歩いて問題点を掘り起こして重
要なことから解決していくという、若い時に学
んだ現場主義が生かされました。従業員207人
の会社でしたが、新卒入社を除くと160人ぐら
いは出向や転職の方で、出身母体も120社ぐら
いありました。そうしたバラバラな価値観を持
つ人たちを相手に、いきなり経営理念を説いて
も駄目だと思ったんです23。

　このように、社員との信頼関係が築かれていな
い危機的状況にある経営不振企業では、現状把握
と応急再生させるための具体的な対応策、すなわ
ち短期目標の設定と利益計画の策定を優先的に検
討した後に、経営理念を明文化していく取り組み
が求められると考えられる。つまり、このような
状況では、前述した「目標を決める時、あまり大
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きなことを言わずに、僕が責任もって達成できる
数字を伝えました」と佐久間氏がいうような振る
舞いが、先ずは、リーダーには求められるといえ
よう。
　その後、佐久間氏は、２年後の1995年４月に経
営理念の作成に着手する。具体的には、佐久間氏
が書いた素案について、役員で二回泊まりこん
で、一字一句議論するとともに、全ての部門から
男性も女性も参加し、20代と30代、40代、50代の
世代ごとにグループディスカッションを行いなが
ら、１年かけて、社員と徹底的に議論したという
（佐久間, 2005, 17頁）。そして、同年度の1996年
３月期には、経常利益ベースで62億円の黒字化を
果たしたのである。
　次に、佐竹の「経営理念明文化・計画策定プロ
セス」に太田の「再生プロセス」を融合させたフ
レームワークを活用して、同社のケースを図表９
に示す。
　既存研究では、「a）経営理念の明文化」→「b）
利益計画策定」（理念計画型24）というプロセス
が一般的であり、多くの論者によって示されている、
平時においては有効と考えられるプロセスであ

る。一方で、本研究で主張している「①利益計画
策定」→「②経営理念の明文化」（計画理念型25）は、
危機的状況においては有効なプロセスと考えてお
り、WOWOW社においてもこのプロセスによっ
て再生が果たされている。
　つまり、「理念と計画無き経営不振企業」26であ
った同社は、1993年度から1994年度にかけては、
太田のいう「A-ZONE」、すなわち「倒産の局面」
（①赤字）状態にあった。そして、まずは現場の
問題や当面の取り組むべき課題を明らかにしたう
えで、「①利益計画策定」を実行し、これにより、「理
念無き応急再生企業」である「B-ZONE」へと移
行し、「応急再生」（②黒字化）を1995年度に果た
した。さらに、社員とともに「②経営理念の明文
化」を行って、「持続型の理念経営企業」である
「C-ZONE」、すなわち「本格再生」と「安定再生」（③
債務超過解消）状態へと移行していったことがわ
かる。

3.3.　経営者のリーダーシップ
　佐久間（2005）は、経営トップの仕事は、「経
営理念」に基づいた判断や方向性を、繰り返し社

図表９　経営理念明文化・計画策定プロセスと再生プロセス

出所：佐竹の「経営理念明文化・計画策定プロセス」と太田の「再生プロセス」を基に筆者作成
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員に伝えることであり、経営理念をないがしろに
するところから企業の衰退は始まるとし、逆境に
立ったときこそ、初心に帰るつもりで経営理念に
立ち戻り、考えることが必要になってくると主張
する（佐久間, 2005, 19頁）。
　しかし、社長新任時の佐久間氏は、経営理念の
必要性を認識しながらも、敢えて、経営理念作成
の着手を２年先送りにしている。「就任してから
２カ月間は営業担当の役員と全国の現場を回りま
した。そして、課題を整理すると打つべき手が分
かってきました」27と佐久間氏が述べているよう
に、危機的な状況かつ社員との信頼関係が確立さ
れていいない状況にあった同社においては、経営
理念の必要性を念頭に置きつつも、先ずは、現場
で起きている問題や取り組むべき当面の課題を明
らかにし、図表10に示す具体的な利益計画（目標）
を設定することなどによって、応急再生を図るた
めの取り組みがなされていった。
　また、再度経営危機に陥った2002年に、佐久間
氏は再び社長に復帰する。Kotter（1999）は、「リ
ーダーシップとは、変革を成し遂げる力量を指

す」と指摘しているが（Kotter, 1999, 49頁）、佐
久間氏は、「変える」といった強い信念の下、無
報酬で働き、同社を危機的状況から再度回復さ
せ、経営難を乗り切っている28。
　ここからは、自らの襟を正し、トップ自らが、
強い信念と姿勢を示し、借り物ではない経営理念
に支えられたリーダーシップによって、組織を
変革させ、図表11に示すように、2001年にマザー
ズ市場に株式上場と債務超過の解消（繰越損失は
2004に解消）29を果たし、本格再生と安定再生に至
ったと考えることができる。
　つまり、同社は、現場における問題と課題を財
務的側面から明確にしたうえで、太田（2009a）
のいう危機意識が強まり、そこから再生計画を立
てることによって、応急再生を果たしたといえ
る。さらに、経営理念の作成に社員とともに着手
することによって、福本（2005）のいう、「理念」
や「ビジョン」が全社員に共有され、佐久間氏の
リーダーシップが徐々に発揮されていったと解釈
することができる。そして、経営理念に支えられ
たリーダーシップを中核とし、「戦略・ファイナ

図表10　WOWOW社の現状と利益計画（目標）および実績（1993年時）

出所：佐久間（2005）を基に筆者作成
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ンス・組織」がしっかりと融合されるかたちで（図
表12）、本格再生と安定再生が果たされていった
のである。
　また、Koestenbaum（2002）による「The 
Leadership Diamond Model」のフレームワークを
活用して、WOWOW社における佐久間氏の取り
組みを分析すると、図表13に示されている流れで、
再生に求められるリーダーシップが発揮されてい
ったことがわかる。
　つまり、同氏は、まず、①事実（Reality）を

高める取り組み、すなわち1993年３月期におけ
る約200億円の経常損失と約776億円の実質累積損
失、約385億円もの債務超過にまで陥り、倒産の
危機に直面しているという事実と徹底的に向き合
った。そして、同氏は、社長就任後、直ちに、営
業の最前線である現場の電気店30を回り、数々の
不満に耳を傾け、フリーダイヤルによる視聴者の
申し込みをやめるという思い切った決断を行うな
ど、電気店が安心して仕事ができる仕組みを構築
する取り組みを行った。

出所：みずほ銀行産業調査部（2005）「コンテンツ産業の育成と有料放送市場 -映像コ
ンテンツ産業の発展に資する流通市場を構築するために-」『みずほ産業調査』
Vol.15, No.１, 41頁を基に筆者作成

出所：福本（2005）138頁を基に筆者作成（経営理念などを加筆）

図表11　WOWOW社の財務数値推移（1995年度～2003年度）

図表12　リーダーシップ&「戦略・ファイナンス・組織」の融合と経営理念の位置づけ
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　さらに、番組費４割カット、宣伝費５割カット、
販売販促費３割カット、その他管理費１割カット
を行って、損益分岐点を286万世帯（加入者）か
ら170万世帯にまで下げるとともに、番組の質は
落とさず、視聴者満足度を上げるといった方針を
掲げ、前述した「WOWOW社の現状と利益計画（目
標）および実績」（図10）で示したように、1995
年度（1996年３月期）には、「たとえ100万円でも
よいから黒字化を果たす」31という目標を設定し
ている。
　その後、視聴者である顧客価値を高めようとす
る決意を表明した企業理念、すなわち「私たちは
衛星放送を通じ　人々の幸福と豊かな文化の創造
に貢献します」という②ビジョン（Vision）と、
前述した「行動指針」として表現された③倫理
（Ethics）が社員とともに導かれ、これらが社員
や関係者と共有されたことによって、困難や危険
を恐れない心32、すなわち③勇気（Courage）が
醸成され、1996年度（1997年３月期）に断行され
た９割の減資や徹底したコスト削減策（現実）と
増収（顧客価値の創造）を同時に図るという「費
用縮小・成果拡大均衡」ための困難な取り組みが
具現化されたのである。
　つまり、利益の源泉と直結する固有技術、すな
わち「衛星放送」を活用して、質の高い顧客価値、

すなわち「人々の幸福と豊かな文化」を創造しよ
うとする同社の存在意義が経営理念として明確に
なったのである。そして、計画と整合性のあるこ
の経営理念により、トップの使命感や信念が確固
なものとなり、本格再生と安定再生に求められる
リーダーシップが発揮され、困難な計画が実行・
実現されていったと捉えることができよう。

４．利益計画策定後の経営理念
　　形成の有効性と有用性

　次に、佐竹（2016）によるヤマグチ社の事例分
析と同様に、WOWOW社の事例から導かれた「利
益計画策定後に経営理念を形成する取り組み」に
よって、中小企業再生に求められる経営者のリー
ダーシップが養成される有効性と有用性に関する
理論的検証を行う。
　利益計画策定後の経営理念形成の有効性と有用
性を検討するひとつの有望な理論的視角として、
原科・原沢（2007）が提示した「計画策定・実行
サイクル」（図表14）によって検証する。これは、
「企業計画」では、まず、「Plan」から始まるが、「公
共計画」では、問題を明らかにするという「See」
から始まるとしている（原科・原沢, 2007, 43頁）。
　つまり、WOWOW社の場合でいえば、まずは

出所：Koestenbaum（2002）p. 18を基に筆者作成

図表13　The Leadership Diamond Modelとリーダーシップ養成
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現状分析、すなわち、原科・原沢のいう「See」
により財務的な問題点や営業店の現場における問
題点を明らかにし、そこから段階的に達成してい
こうとする数値目標や計画、すなわち「Plan」を
設定した。その後、応急再生を果たす同時期に、
経営理念を明文化して、「Do」、すなわちリーダ
ーシップを発揮して、難易度の高い本格再生と安
定再生を図る計画を実行していった。
　 次 に 挙 げ ら れ る 有 望 な 理 論 的 示 唆 は、
Mintzberg（2009）がモデル化した意思決定のプ
ロセス（図表15）である。
　このプロセスをWOWOW社の事例に当てはめ
ると、「問題の特定」が、図表10で示した約200億
円の経常損失損ということになる。そして、「対
策案の考案」は、番組費４割カット、宣伝費５割
カット、販売販促費３割カット、その他管理費１
割カットを行って、損益分岐点を286万世帯（加
入者）から170万世帯にまで下げるとともに、番
組の質は落とさず、視聴者満足度を上げるといっ

た利益計画の策定を意味している。さらに、そこ
から、視聴者である顧客価値を高めようとする決
意を表明した企業理念と行動指針である経営理
念、すなわち「方針の決定」がなされたと置き換
えて捉えることができる。
　つまり、Mintzberg（2009）によれば、意思決定は、
①問題を特定することから始まり、次に②対策案
を考え、そのうえで③最終的な方針を決定すると
いう順に進むと指摘しており（Mintzberg, 2009, 
87頁）、WOWOW社の事例も、この手順に沿って
経営理念が形成され、他の経営不振状態にある経
営理念の無い中小企業にも適用可能な方法と考え
られる。
　また、経営者の動機づけの観点からは、モチベ
ーション理論のひとつであるマズローの欲求階層
説とエイコフとエメリーの理想追求システム33か
らの視角も有望である。
　宮田（2004）は、マズローの欲求５段階説から
経営理念が導かれる段階を示したが（宮田, 2004, 

図表14　計画策定・実行サイクル

図表15　意思決定を通じたコントロール

出所：原科・原沢（2007）43頁を基に筆者作成

出所：Mintzberg（2009）87頁を基に筆者作成



研究ノート

Policy Studies Review	 121

55頁）、これに、理想追求システムに基づいた概
念を加味して考察すると（図表16）、利益計画策
定後の経営理念形成は、経営不振の中小企業に有
効かつ有用であることがわかる。
　つまり、経営不振に陥っている「欠乏動機」状
態にある企業が、いきなり「自己実現の欲求」
に相当し、高い理想である経営理念を設定するよ
りは、「生理的欲求」や「安定の欲求」を満たす、
すなわち目の前にある問題を解決するための①短
期目標を、まずは設定することから着想する方

が、より現実的だからである。そのうえで②長期
目標や長期計画を検討し、そこから③経営理念を
導くという段階を踏んだ取り組みの方が、当該企
業の経営者には受け入れやすく、経営者のモチベ
ーションも高まると考えられるからである。
　Drucker（2008）は、計画の段階にいたったとき、
再びわれわれのミッション、すなわち経営理念は
何かを考えると指摘しているが（Drucker, 2008, 
p. 16）、計画検討後に、「当社のミッションは何か」
と問い直し、計画の意味と会社の存在意義を確認

図表17　企業活動における「問題」の種類と解決プロセス

遠藤（2005）15頁を基に筆者作成

図表16　マズローの欲求５段階説と理想追求システム

出所：宮田（2004）p.55; Ackoff（1971）p.667; Ackoff and Emery（1972,）pp. 240-241を基に筆者作成
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することによって、計画と経営理念の整合性が図
られ、借り物ではない本物の経営理念を見出して
ゆくことが期待できるのである。
　米国会計人協会34（1964）は、計画設定の過程
は、経営者の洞察力を向上させ、建設的な考え方
をもつようにさせるのに役だつと指摘するように
（NAA, 1964, 22頁）、経営不振の中小企業が、計
画策定の延長線上から本物の経営理念を自然の流
れの中で見出してゆくことによって、再生に求め
られる経営者のリーダーシップが養成されるので
ある。
　さらに、遠藤の「企業活動における『問題』の
種類」と「逆ピラミッド」による発想法を基に検
証したい。
　図表17の「企業活動における『問題』の種類
と解決プロセス」35で示されているように、遠藤
（2005）は、「より質の高い問題とは標準や基準
をクリアーしたうえで、さらにレベルの高い『あ
るべき理想像』と現状とのギャップを指す」とし
ている（遠藤, 2005, 16頁）。
　この考え方は、本研究の主張とも一致する。つ
まり、遠藤のいう「標準・基準」は、WOWOW
社の事例でいえば、「単年度の黒字化」に相当し、
遠藤のいう「あるべき姿（理想像）」がWOWOW
社の事例でいう「企業理念」や「行動指針」、す
なわち「経営理念」に当てはまると考えるからで
ある。
　したがって、まずは、難易度の低いと考えられ
る「標準・基準」、すなわち「単年度の黒字化」と「現

状」、すなわち「経常損失」との乖離を埋めるた
めの計画を優先的に検討し、そこから、「あるべ
き姿（理想像）」、すなわち「経営理念」を明確に
していく取り組みが、より現実的であり、経営者
のモチベーションが高まると考えられるので、経
営不振の中小企業再生においても有用かつ有効と
いえる。
　また、WOWOW社における佐久間氏の取り組
みは、遠藤の「逆ピラミッド」による発想法に
類似している。遠藤（2004）は、図表18に示すト
ップダウン型の「経営を構成するピラミッド」に
おける上位概念の新たなビジョンや戦略を打ち出
しても、それが実行されず、結果の出ない企業が
山ほどあり、経営の実行性を考える際に必要なの
は、「逆ピラミッド」の発想であると指摘した（遠
藤, 2004, 19頁）。つまり、ビジョンや戦略は必要
な要素ではあるが、それ自体に実行性は担保され
ておらず、現場から発想していくことも重要であ
るというのである。
　今回の佐久間氏の取り組みも、ビジョンである
経営理念の必要性を説きながらも、まずは、現場
における問題や課題を明らかにした。そして、「費
用縮小・成果拡大均衡」を実現させるために、現
場である営業店を重視した計画や目標が設定され
た。その後、社員とともに経営理念を明らかにし
ていった取り組みは、まさにこの発想法に類似し
ているといえ、企業再生の実行性を高めるうえで
有用かつ有効な方法といえよう。
　最後に、前述の「図表９　経営理念明文化・

図表18　経営を構成するピラミッドと逆ピラミッドによる発想法

出所：遠藤（2001）８頁および遠藤（2004）18-19頁を基に筆者作成
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計画策定プロセスと再生プロセス」でも取り上げ
たが、太田（2009a）が提唱する「倒産・再生の
ERM理論」に基づいて、WOWOW社の再生プロ
セスを改めて検証する。
　同社の再生プロセスは、図表1736に示すとお
り、太田の「倒産・再生のERM理論」とも一致
する。ERM理論では、「A ZONE」に位置する「倒
産の局面」状態にある企業は、まずは、「応急再
生」、すなわち「緊急措置としての再生」状態の
「B ZONE」へと転換を図るという、比較的達成
しやすい短期目標を設定する。続いて、「本格再
生」を図る中長期目標を設定し、そこから、「安
定再生」、すなわち「持続型再生」状態にある「C 
ZONE」へと段階を踏んで、徐々に目標を高めて
いこうとする再生プロセスが示されている。
　これをWOWOW社の状況とマズローの欲求５
段階説に置き換えると、「倒産の局面」は、同社
の「①赤字」状態であり、５段階説の「生理的欲
求」を満たそうとする状態に相当する。「応急再
生」は、同社が「②黒字化」を果たした状態であ

り、５段階説の「安定の欲求」を望む段階といえ
る。また、「本格再生」は、同社の「マザーズ市
場への株式上場」や「債務超過解消」を達成した
状態に相当し、５段階説の「通常の欲求」や「自
尊の欲求」段階にあると解釈できる。「安定再生」
の「持続型再生」は、５段階説の「自己実現の欲
求」に相当し、同社でいえば、「繰越損失解消」
や「マザーズ市場から第一部への市場変更」を果
たした状態にあると考えられる。
　このように、巨額の負債を抱え、赤字続きであ
ったWOWOW社は、1993年３月期において、約
200億円の経常損失、約776億円の実質累積損失、
約385億円もの債務超過状態の危機的状況に直面
していた。しかし、計画を設定し、そこから社員
とともに経営理念を導き、経営者のリーダーシッ
プが十分に発揮され、目標が達成されていった。
　つまり、問題を特定し、問題と徹底的に向き合
うことで危機意識が強まり、太田のいう「応急再
生」を果たすための目標や計画が設定されたので
ある。さらに、顧客と社員に対する原理原則、す

図表19　WOWOW社の再生プロセスと倒産・再生のERM理論

出所：太田（2009）11頁を基に筆者作成
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なわち経営の哲学や思想である経営理念が、社員
とも協議されたうえで、経営者の覚悟と決意の表
れとして、この計画に加味された。その結果、顧
客をも含む周囲の関係者に影響を与え、企業組織
を変革し、再生へと導く経営者のリーダーシップ
が養成され、発揮されていったのである。
　以上から、佐竹（2016）が提示した①「現状分
析と問題特定」→②「目標設定と利益計画の策定」
→③「会社の存在意義や目的、顧客や地域社会、
社員などに対する経営者の信条・思想・哲学・原
理原則・使命感・価値観・決意・覚悟の検討」→
④「経営理念の明文化と表明」というプロセスか
ら本物の経営理念を早期に導くという「計画理念
型」が、中小企業再生に求められる経営者のリー
ダーシップを養成する有望な方法として、有効か
つ有用であることが確認できた。

５．おわりに（意義・課題）

　本研究では、佐竹（2016）による研究の精緻
化を図るために、WOWOW社の事例分析を基に、
中小企業再生に求められる経営者のリーダーシッ
プ養成法を経営理念の形成方法に着眼した検討を
行った。
　まず、佐竹（2016）において取り上げた企業再
生やリーダーシップ、経営理念、利益計画の先行
研究を整理するとともに、佐竹（2016）では取り
上げなかった当該領域における先行研究について
も補完的に概観し、中小企業再生に求められる経
営者のリーダーシップ養成に関する課題を確認した。
　次に、先行研究における課題を検討するため
に、コステンバームの「The Leadership Diamond 
Model」や福本の「リーダーシップ&『戦略・フ
ァイナンス・組織』の融合」、筆者考案の「経営
理念明文化・計画策定プロセス」と太田の「再生
プロセス」を融合したフレームワークなどを活用
して、WOWOW社の事例分析を行った。
　さらに、WOWOW社の事例分析結果について、
原科・原沢の「計画策定・実行サイクル」、ミン
ツバーグの「意思決定プロセス」、マズローの「欲
求５段階説」、エイコフとエメリーの「理想追求
システム」、太田の「倒産・再生のERM」などの
理論に加え、遠藤の「企業活動における問題の種

類と解決プロセス」および「逆ピラミッド発想
法」などのフレームワークにより検証した。
　その結果、既存研究で提唱されている経営理念
から計画に落とし込む「理念計画型」のプロセス
とは異なり、まずは、問題を解決するための利益
計画を策定し、そこから経営理念を明確にしてい
こうとする「計画理念型」による取り組みは、経
営者のホンネが経営理念に反映されやすく、利益
と直結する、すなわち借り物ではない本物の経営
理念を早期に形成するひとつの有力な方法とし
て、有効かつ有用であることが示された。
　つまり、①「現状分析と問題特定」→②「目標
設定と利益計画の策定」→③「会社の存在意義や
目的、顧客や地域社会、社員などに対する経営者
の信条・思想・哲学・原理原則・使命感・価値観・
決意・覚悟の検討」→④「経営理念の明文化と表
明」という「計画理念型」のプロセスから本物の
経営理念が早期に導かれ、中小企業再生に求めら
れるリーダーシップが養成されることが明らかと
なった。
　本研究における意義は、これまであまり議論さ
れてこなかった、中小企業再生に求められる経営
者のリーダーシップ養成法を、経営理念形成プロ
セスの観点から、WOWOW社の事例分析を加え、
既存研究とは異なる経営理念形成法の精緻化を図
ったことである。
　しかしながら、本研究において検討した
WOWOW社の事例は、佐竹（2016）において検
討されたヤマグチ社の事例に続き２例目であり、
十分な研究とはいい難い。したがって、この理論
をさらに精緻化するためには、他社の事例をも検
証する必要があり、これが本研究における課題で
ある。
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